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　令和２年度の一般会計の決算額は、対前年度の伸び率が歳入26.0％増の9,999,902千円、歳出26.9％増の9,741,957千円とな
りました。歳入から歳出を差し引いた257,945千円から令和3年度へ繰越した167,363千円を差し引いた90,582千円が実質的な黒
字となりました。
　歳入では、自主財源である地方税が27,350千円、寄付金が36,749千円、繰入金が494,735千円の増、依存財源である国庫支出
金が1,365,274千円、地方債が65,384千円の増となった一方、都道府県支出金が37,323千円の減となっています。
　歳出では、普通建設事業費が707,901千円、物件費が283,488千円、補助費等が668,495千円の増となりました。普通建設事業
費については、沖縄北部連携促進特別振興事業540,321千円、物件費については、タブレット端末購入費51,486千円、補助費等
については、特別定額給付金616,000千円の増等が主な要因となっています・

令和２年度の宜野座村の決算を公表します！ 一般会計
特別会計
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前年度比（％）

30.0% 5.7
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60.1% 3.1

3.5% 5.3

区分

個人村民税

法人村民税

固定資産税

軽自動車税

たばこ税

197,168

令和２年度決算（千円） 構成比（％）

3.2%

村税の内訳

437,778 △ 150,603

令和２年度 9,999,902 9,741,957 257,945 167,363

単年度収支 積立金 繰上償還金 積立金取崩額 実質単年度収支

令和元年度 7,937,365 7,677,999 259,366 123,950

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引 繰越財源 実質収支

135,416

地方譲与税 29,528 30,339 811

利子割交付金 218 228 10

（単位：千円）

2.歳入決算の状況

1.決算収支の状況

地方税 630,256 657,606 27,350

90,582 △ 44,834 612,209 0 452,852 114,523

△ 55,376 342,551 0

地方消費税交付金 89,966 110,695 20,729

ゴルフ場利用税交付金 22,499 22,262 △ 237

配当割交付金 783 685 △ 98

株式譲渡所得割交付金 557 761 204

自動車取得税交付金 4,934 0 △ 4,934

地方特例交付金 17,515 4,753 △ 12,762

環境性能割交付金 971 2,104 1,133

法人事業税交付金 0 2,529 2,529

分担金負担金 87,255 45,091 △ 42,164

使用料 188,134 172,583 △ 15,551

地方交付税 1,439,484 1,581,023 141,539

交通安全対策特別交付金 852 971 119

国有提供施設所在助成交付金 111,341 110,929 △ 412

県支出金 752,522 715,199 △ 37,323

手数料 23,361 23,569 208

国庫支出金 1,211,529 2,576,803 1,365,274

繰入金 658,627 1,153,362 494,735

繰越金 237,642 259,365 21,723

財産収入 2,047,119 2,061,409 14,290

寄附金 126,071 162,820 36,749

5,402,616 1,541,966

項目 令和元年度 令和2年度 増減

計

自主財源

依存財源

7,937,365 9,999,902 2,062,537

4,076,715 4,597,286 520,571

3,860,650

諸収入 78,250 61,481 △ 16,769

地方債 177,951 243,335 65,384

7%
2% 1% 1%

2% 2%

27%

7%11%3%

21%

16%

0%
令和2年度歳入決算

地方税 使用料手数料
諸収入 地方消費税交付金
村債 寄附金
国庫支出金等 県支出金
繰入金 繰越金
財産収入 その他
分担金負担金
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56,648 56,640 8

118,764 113,685 5,079

歳入 歳出 差引

918,643 894,999 23,644

会計

後期高齢者医療特別会計

下水道事業特別会計

国民健康保険特別会計

公営企業会計等を含めたすべての会計の赤字額の標準財政規模に占める割合。

公債費及び公債費に準じた経費の比重を示す比率。

地方債残高のほか、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債をとらえた比率。

説明

※-（ハイフン）表示は黒字のため数値なし等、健全な状況となっています。

5.特別会計の状況 （単位：千円）

項目 指数

「1」に近くあるいは「１」を超えるほど財源に余裕がある。「１」を超えると普通交付税の不交付団体となる。

財政の弾力性を測定する比率。75％は安全、76％から85％は要注意ゾーン、86％以上は危険ゾーンとされている。

財政運営の硬直性の高まりを示すものであり、15％が警戒ライン、20％が危険ラインとされる。

一般会計における赤字額の標準財政規模に占める割合。

実質公債費比率

将来負担比率

0.32

80.7

6.7

-

-

8.7

-

計

（性質別）

1,570,120 260,060

7,677,999 9,741,957 2,063,958

1,489,160 283,488

補助費等 1,840,028 2,508,523 668,495

330,097 △ 10,293

投資的経費 1,138,064 1,846,240 708,176

1,167,029

合計

3.歳出決算の状況（目的別）

項目 令和元年度 令和２年度 増減

3,954 275

340,390 330,097 △ 10,293

7,677,999 9,741,957 2,063,958

150,064 180,113 30,049

825,166 1,029,993教育費

681,616 △ 132,950

444,947 75,233

1,467,459 150,843

204,827

8,909 △ 8,314

756,446 952,045 195,599

179,504 240,869 61,365

消防費

商工費

土木費

令和２年度 増減

84,459 82,870 △ 1,589

2,820,172 4,319,085 1,498,913

項　目 令和元年度

1,316,616

369,714

17,223

814,566

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

物件費 1,205,672

公債費 340,390

人件費 1,106,078

3,679

実質赤字比率

連結実質赤字比率

経常収支比率

公債費負担比率

4.財政指標の状況

財政力指数

その他 1,310,060

災害復旧費

公債費

60,951

扶助費 737,707 830,788 93,081
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44%
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5%0%
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令和２年度目的別歳出決算の状況
議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

12%

9%

3%

19%

15%

26%

16%
令和２年度性質別歳出決算

人件費

扶助費

公債費

投資的経費

物件費

補助費等

その他
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